
令和６年度三重県生活困窮家庭の子どもに対する 

学習・生活支援事業委託企画提案コンペ参加仕様書 

 

 

１ 企画提案コンペの目的 

  生活困窮家庭の子ども（小学５・６年生、中学生及び高校生世代（高校生、

高校中退者及び中卒者等））を対象に、学習支援及び教育相談実施するとともに、

その保護者も含めた生活習慣の改善に関する助言及び進学・就労に向けた進路

選択や再就学に関する情報提供等の相談支援等を実施する「令和５年度三重県

生活困窮家庭の子どもに対する学習・生活支援事業」を関係機関との連携を図

りながら効果的に実施できる事業者に委託するため、これを遂行できる事業者

を選定する企画提案コンペを実施します。 

 

２ 委託業務の内容 

（１）委託事業名：令和６年度三重県生活困窮家庭の子どもに対する学習・生活

支援事業委託 

（２）委託期間  ：令和６年４月１日から令和７年３月３１日 

（３）委託内容 ：令和６年度三重県生活困窮家庭の子どもに対する学習・生活

支援事業委託仕様書（別紙）記載のとおり 

 

３ 参加資格 

令和６年度三重県生活困窮家庭の子どもに対する学習・生活支援事業委託企

画提案コンペ（以下「コンペ」という。）に参加を求める者は次の各号に定める

参加要件を満たしたものとする。 

（１） 本事業を適切、公正、中立かつ効率的に実施することができる者であって、 

（２） 法人格を有すること。 

（３） 当該コンペに係る契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得

ない者でないこと。 

（４） 三重県建設工事等資格（指名）停止措置要領により資格（指名）停止を受

けている期間中である者でないこと。 

（５） 三重県物件関係落札資格停止要綱により落札資格停止措置を受けている期

間中である者又は同要綱に定める落札資格停止要件に該当する者でないこと。 

（６） 三重県税又は地方消費税を滞納している者でないこと。 

（７） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第３２条第１項各号に掲げる者でないこと。 

 

４ 契約額 

 委託料は、学習支援にかかる費用の上限を１４,１２１,８００円（消費税等

を含む）、タブレット端末の貸与等に要する経費の上限を２,５７４,０００円

（消費税等を含む）とし、合計１６，６９５，８００円（消費税等を含む）を

上限とする。 

 

５ 企画提案コンペの実施方法 

この参加仕様書に基づき提出された企画提案資料について、別に設置する

「令和６年度三重県生活困窮家庭の子どもに対する学習・生活支援事業委託企



画提案コンペ選定委員会」においてその内容の審査を行い、見積価格を勘案の

うえ総合的に最優秀提案を選定する。 

（１）企画提案コンペ参加申請兼誓約書の提出 

ア 提出期限 令和６年２月１５日（木）１７時１５分（時間厳守） 

イ 提 出 先     三重県子ども・福祉部地域福祉課保護・援護班 

    〒５１４－８５７０  津市広明町１３番地 

ウ 提出方法 郵便又は民間業者による信書便又は持参すること。（郵送の

場合は、提出期間内に必着させることとし、到着を確認するこ

と。） 

なお、提出期間を超えて到着したものは受け付けませんので、

ご留意ください。 

（２）企画提案コンペ参加資格の確認結果通知 

令和６年２月２６日（月）までに通知します。 

（３）企画提案資料の提出 

ア 提出期間 令和６年２月２８日（木）８時３０分から 

３月６日（水）１７時１５分まで（時間厳守） 

イ 提 出 先     三重県子ども・福祉部地域福祉課保護・援護班 

    〒５１４－８５７０  津市広明町１３番地 

 ウ 提出方法 郵便又は民間業者による信書便又は持参すること。（郵送の

場合は、提出期間内に必着させることとし、到着を確認するこ

と。） 

なお、提出期間の前に又は提出期間を超えて到着したものは

受け付けませんので、ご留意ください。 

（４）プレゼンテーションの実施 

ア 日 程 令和６年３月１８日（月）１４時００分 

イ 場 所 三重県庁講堂棟１３１・１３２会議室又は Web 会議システムツ

ールよる参加 

使用する Web 会議システムツールは原則「Zoom」としますが、

本ツールの使用が困難な場合は別途発注者と事業者とで協議す

るものとします。 

 

ウ 内容 プレゼンテーション１５分、質疑１０分 

 

６ 提出を求める企画提案資料の内容 

 （１）企画提案コンペ参加申請兼誓約書 １部（様式１）  

（２）企画提案書 ９部（表紙に会社名・団体名を記載し、本県の業者登録に

使用した印鑑を押印したものを１部、印を押さないものを８部）資料内部

には会社名・団体名を記載しないものとします。 

なお、企画提案書は提案書等記入要領のとおり作成してください。 

 （３）見積書 １部（本県の業者登録に使用した印鑑を押印したものを１部） 

（４）会社概要書 １部 

※（１）、（４）の提出期限等については上記４（１）を、（２）、（３）の提出期

間等については上記４（３）を参照してください。 

なお、納税証明書等の写しについては、最優秀提案者にのみ必要とし、提出

期限は業務委託契約締結前とします。 



新型コロナウイルスの影響により税務署等の関係機関に納税（徴収）猶予を

受けるために申請したことで、締切日時までに納税証明書の提出（提示可）が

できない場合は、申立書（様式４）をＦＡＸまたは電子メールにより下記担当

課に提出してください。 

（５）評価項目 

 ア 事業の目的との合致 

   生活困窮家庭の子育ての現状や課題等を理解し、本事業の目的が充分

理解されているか。 

イ 計画の具体性と効果 

   生活困窮家庭への事業説明や学習支援等の実施方法は、具体的かつ効

果的な内容か。支援対象者等への安全の配慮は十分か。 

ウ 事業の執行体制 

   想定する教育支援員は、学習支援等の経験は豊富で生活困窮家庭に対

する理解は十分か。 

スタッフの配置、緊急時の対応は十分か。関係機関との連携は図られ

ているか。 

 

エ 経験と能力 

   学習環境に恵まれない子どもに対して、学習習慣の確立を図り、学習

意欲の向上や成績アップにつなげていくためのスキルを持っているか。 

学習・生活支援事業の取組実績は十分か。 

オ 経済性 

   契約上限額の範囲内であり、かつ妥当な見積額であるか。 

 

７ 質疑応答 

  質問事項の取扱いについては、下記のとおりとします。 

 （１）質問の受付期限 

   令和６年２月９日（金）１７時１５分（時間厳守） 

（２）質問方法 

   ＦＡＸまたは電子メールによる「質問書（様式２）」の送付による 

（３）質問の内容 

  原則として、当該委託業務にかかる条件や応募手続に関する事項に限るも

のとし、企画内容に関する照会にはお答えできませんので、ご了承ください。 

（４）質問への回答 

   受け付けた質問と回答は、原則として令和６年２月２２日（木）までに電

子メールにより通知するとともに、県ホームページに掲載します。 

 

８ 選定結果の通知 

選定結果については、令和６年３月２１日（木）に発送します。 

 

９ その他 

（１）企画提案に要する費用は、企画提案コンペ参加者の負担とします。 

（２）企画提案資料（企画提案書、見積書、会社概要書）は企画提案コンペ終

了後も返却しません。 

（３）企画提案書は、三重県情報公開条例に基づき情報公開の対象になります。 



（４）当該企画提案コンペの選定結果の効果は、予算発効時において生じるこ

ととします。 

（５）問合わせ先 

三重県子ども・福祉部地域福祉課保護・援護班  

      〒５１４－８５７０  津市広明町１３番地 

ＴＥＬ ０５９－２２４－２２８６ 

ＦＡＸ ０５９－２２４－３０８５ 

     E-mail fukushi@pref.mie.lg.jp 

 



提案書等記入要領 
 

１． 提案書等として提出する資料の種類 

 企画提案コンペにかかわる提案書等として、次の資料を提出すること。 

① 本事業にかかわる提案項目（以下、「提案書」という。） 

② 本事業にかかわる見積書（以下、「提案見積」という。） 

③ 必要があれば、上記を補足する付属資料（以下、「付属資料」という。） 

上記のものを、以下の留意事項に従い、提出すること。 

 

２． 全般的な留意事項 

企画提案コンペにおいては、企画提案者から提出された提案書に基づき評価を行い、記載内

容に応じて採点する。このため、貴社の提案内容がわかるように、以下の項目について、具体的

な内容を記述すること。 

また、抽象的な提案や実施が極めて困難な内容については評価が低くなるので注意すること。 

本県の要求を実現できる内容を余すことなく具体的に記載すること。 

本事業の仕様書をもとに契約書添付の仕様書を作成するが、本県の判断で契約候補者の提

案書の内容を盛り込むことがあるので、確実に提案者が実現できる範囲で記載すること。いくつか

の方式を挙げた場合には、全て提案者が実現を約束したものとみなす。 

仕様書に記載しているもの以外に、この業務の目的を達成するための有効な方法がある場合

は積極的に提案を行うこと。 

 なお、提案価格外に別途費用を必要とするものは評価対象外であるので、提案書には記載し 

ないこと。 

 

３． 提案書作成上の留意事項 

（１） 提案書の様式は、Ａ４両面とし、パワーポイントでの作成を可とする。また、資料内部には会

社名・団体名を記載しないこと。日本語表記すること 

（２） １部は会社名・団体名を表紙に記載した上、本県の業者登録に使用した印鑑を押印するこ

と。提案者の担当部門および責任者を明示すること。 

（３） 印を押さない提案書等を８部作成すること。 

（４） 表題は「令和６年度三重県生活困窮家庭の子どもに対する学習・生活支援事業委託に関

わる提案書」とすること。 

（５） 提案書は、コンペ参加仕様書５（５）にある全ての項目について言及すること。提案書等は、

表紙を含め、概ね２０ページ以内に収めること。必ずページ番号を表記すること。 

（６） 評価作業者が漏れなく正確に評価できるよう、編集に配慮すること。 

（７） 本県の提示した仕様書の全面コピーおよび「仕様書のとおり」といった記述に終始しないこ

と。このような提案については、厳しく評価する。 

（８） 提案は簡潔かつわかりやすい表現で記述すること。 

（９） 提案書内容とプレゼンテーション内容が相違する場合は、提案書内容を優先するものとす

る。 

 

４． 提案見積記載上の留意事項 

（１） 提案見積は、日本円で、消費税抜きで表記すること。 

（２） 提案見積は、提案書とは別に作成し、内訳として、①教育支援員に要する経費（人件費、

交通費を含む。）、②事務運営（消耗品費、教材費等）に要する経費、③タブレット端末貸

出等に要する経費に分けて作成すること。 

（３） 教育支援員に要する経費については、家庭訪問、学習支援教室の開設、オンラインそれぞ

れの実施方法により支援を行う際に要する経費の１回あたりの単価を併記すること。 

（４） タブレット端末の貸出等に要する経費については、1台・1月あたりの単価を併記すること。 



（５） 提案見積１部については、本県の業者登録に使用した印鑑を押印すること。 

（６） 提案見積において記載ミスがあった場合の適否または補足の可否についての判断は本県

が行うものとする。  

（７） 表題は「令和６年度三重県生活困窮家庭の子どもに対する学習・生活支援事業委託に関

わる提案見積書」とすること。 

 

 

※ パンフレット等は直接評価の対象とはならないが、提案書等を評価するにあたって参考とす

るので、提案に関わる資料があれば提出すること。 


